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資料－1 

１ 震災対策基本方針の改定 

 東日本大震災に伴う被災地及び東京都内における調査から得られた教訓や課題を整理し、東京消防庁震

災対策基本方針に反映させたものである。長周期地震動等による高層階の室内安全対策については、「自ら

の生命は自らが守る」ための取組の推進（自助）における「人命安全対策の推進」と位置づけ、施策を推

進することとした。 

 

東日本大震災に伴う当庁の動き  東京都の動き 

東日本大震災の発生 

課題・教訓 
○ 巨大地震による津波、原発被害等の複合災害、広域的被害 

○ 津波による多数の犠牲者、避難行動に関する理解不足、防災教育の奏功 

○ 多くの帰宅困難者の発生による混乱 

○ 長周期地震動等による高層階の被害 

○ 被災地への消防部隊の長期派遣、放射線環境下における活動 

○ 大量のがれき、浸水、液状化等による建物等の孤立、消防活動障害の発生 

  など 

東京消防庁震災対策基本方針改正案の作成 

火災予防審議会地震対策部会答申 

「木造住宅密集地域において実施す

べき震災対策」 

東日本大震災被害調査 

→対策の方向性 

消防行政推進会議における検討 

東京都防災対応指針の策定 
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東京消防庁震災対策基本方針 

首都東京の防災を担う機関として、大地震による複合災害から都民の生命及び財産を守るため、都

民一人一人の自助対策の推進及び地域特性に応じた共助体制の強化を図るとともに、公助として機動

力のある総合的な消防活動体制を整備し、東京都各局、区市町村及び関係機関と連携した多面的な施

策の展開により高度防災都市の実現を目指す。 

このため、これら「自助」「共助」「公助」の理念を踏まえた基本的対策に基づき、震災対策を推進

する。 

理念 基本的対策 

（自助） 

自らの生命は自

らが守るための

取組の推進 

人命安全対策 

の推進 

同時多発する人的被害を防止及び軽減するため、長周期地震

動等に対する家具類の転倒・落下・移動の防止、身体の安全確

保、適切な避難行動、応急救護等に関する知識技術の普及を図

るとともに、事業所の帰宅困難者対策を推進する。 

出火防止対策 

の推進 

同時多発する火災を防止するため、電力・ガスの供給再開時

を含め、出火要因となる火気使用設備・器具、電気器具、化学

薬品及び危険物施設の安全対策を推進するとともに、出火防止

行動の普及を図る。 

初期消火対策 

の推進 

火災の延焼を防止するため、消火器、住宅用火災警報器等の

普及を図り、消防用設備等の適正な維持管理を推進するととも

に、初期消火行動力の向上を図る。 

（共助） 

自分たちのま

ちは自分たち

で守るための

体制の強化 

地域防災体制 

の強化 

地域特性に応じた防災体制の強化を図るため、消防団及び東

京消防庁災害時支援ボランティアと連携して、町会・自治会等

の防災指導や防災まちづくり、地域連携体制づくり等を推進す

るとともに、木造住宅密集地域等において水利を活用した消火

活動体制の整備を推進する。 

災害時要援護者 

の支援体制の 

強化 

人的被害が集中する災害時要援護者の被害を軽減するため、

災害時要援護者情報の把握及び共有化、町会・自治会及び社会

福祉施設の協力体制づくり等を推進する。 

（公助） 

被害を最小限

にするための

消防体制の充

実強化 

複合災害への 

対応力の強化 

地震、津波等による複合災害、NBC 災害及び孤立地域に対す

る迅速かつ的確な消防活動を実施するため、地域性・専門性を

持った消防救助機動部隊の整備及び空からの部隊投入を考慮し

た航空消防活動体制の整備を推進する。 

総合的な消防 

活動力の充実 

強化 

同時多発する火災及び救助救急事象に対応するため、消防隊

及び救急隊の活動用装備資器材の拡充並びに消防水利の整備及

び確保を推進するとともに、長期活動体制や緊急消防援助隊の

受援体制の整備及び消防団の災害対応力の充実強化を推進す

る。 

災害情報の 

収集伝達体制 

の確立 

通信の途絶、輻そう等による情報の空白及び混乱を解消し、

迅速かつ的確な消防活動を実施するため、地震被害予測システ

ムや画像情報を活用した災害情報の収集体制を充実強化すると

ともに、多面的な通信ネットワーク及び都民に対する情報伝達

体制の整備を推進する。 

関係機関との 

連携強化 

高度防災都市を実現するため、木造住宅密集地域等における

水利確保、災害時要援護者情報の共有化、地域に根差した防災

教育訓練の推進、医療との連携活動、傷病者搬送体制の強化、

迅速な り災証明の発行等、関係機関との連携に基づく多面的な

施策を展開する。 

拠点機能の 

確保 

地震、津波等による庁舎の被害を防止及び軽減し、活動拠点

としての機能を確保するため、消防庁舎、消防団施設等の耐震

化及び機能強化を推進する。 
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２ 東日本大震災に伴う家具類の転倒・落下・移動に関するアンケート調査票（一般世帯） 
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３ 東日本大震災に伴う家具類の転倒・落下・移動に関するアンケート調査票（事業所） 
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４ 東日本大震災に伴う現地アンケート調査 
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